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1弊社FTTHサービス展開について

⚫ 弊社は自己設置事業者として、関西を中心にFTTHサービスエリアを順次拡大

⚫ 事業者によってその規模は様々であるところ、非対称規制を含む規律のもと設備競争を
行うことで、サービスの多様化や料金の低廉化、ネットワークの強靭化等に寄与

⚫ 今後の政策検討においても、設備競争を含む公正な競争環境の維持の観点が重要

※ エリア内であっても一部サービス未提供地域あり
※ お客さま向けには、より詳細のエリア検索システムをご提供
※ 2025年3月末時点
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2ユニバーサルサービスに関する弊社の基本的考え

◼ 電話およびブロードバンドは、現代の国民生活に不可欠であることから、あま
ねく日本全国における提供が確保・維持されるよう、国民負担と事業者負
担のバランスを鑑み、持続可能な制度とすることが重要

◼ ユニバーサルサービスは、国民生活において必要とされるサービスの要件・品
質を満たし、かつ国民全体で負担をすることから、必要最低限のコストであ
るべき

◼ ユニバーサルサービス制度の目的を達成する上で果たすべき義務や必要とな
る手続等の検討においては、最終保障提供責務を担う事業者だけではなく
様々な規模の事業者による事業運営に関わるところ、設備競争を含む公正
な競争環境に影響を与えないよう十分に留意して検討することが重要
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3

「検討が必要な事項」の各論点に関する弊社の考え
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4１．基礎的電気通信役務台帳の整備に関する事項

⚫ 当該台帳は、提供の求めがあった区域に他事業者が存在するかを把握するためのもの
であり、実際の提供可否は事業者間で確認が必要であるところ、制度整備にあたっては、
報告事業者の過度な負担とならないよう配慮いただくことを要望

⚫ この点、地域単位については、電気通信事業の登録における業務区域に関する現行の
申請と同様とすることが望ましい（弊社の場合は都道府県市区町村名にて報告）

総務省 近畿総合通信局説明会 電気通信事業法及びＮＴＴ法の一部を改正する法律について（2025年6月）
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採算性を
著しく欠く場合

5２．最終保障提供責務の履行に係る手続等に関する事項（1/2）

総務省 ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会 最終取りまとめ（2022 年２月２日）

【最終保障提供責務の発生要件（区域内事業者が役務提供を拒否できる「正当な理由」の内容）】

⚫ 区域内事業者が役務提供を拒否する際の「正当な理由」については、採算性を著しく欠く
場合や正常な企業努力にもかかわらず提供できない場合等が含まれるものと想定

正常な企業努力
にもかかわらず提供
できない場合 等

総務省 ユニバーサルサービスWG 第５回（2024 年３月27日）
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6２．最終保障提供責務の履行に係る手続等に関する事項（2/2）

【役務提供確認の具体的な方法、期限】

⚫ 最終保障事業者から区域内事業者への役務提供確認に関する一連のプロセスについては
関係事業者の過度な負担とならないよう配慮いただくことを要望

⚫ この点、実際には利用希望者よりお申込みを頂いた後に当該提供の求めがあった地点まで
の設計や調査、申請等を行うため、区域内事業者の「提供可」とする回答の確からしさに
は一定の限界があることを許容いただきたい

総務省 近畿総合通信局説明会 電気通信事業法及びＮＴＴ法の一部を改正する法律について（2025年6月）

「提供可」と回答した後、
前ページの理由等により、

実際には提供不可と判明する
ケースがゼロではない

（通常の役務提供においても同様）
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7３．近隣電気通信事業者の協力義務に関する事項（1/2）

⚫ 最終保障提供責務を担う事業者がユニバーサルサービスを提供するために必要な協力を
求める場合、近隣事業者はその協議に応じる義務が課せられている状況

⚫ この点、当該協議への応諾義務について、近隣事業者はその趣旨に鑑み、真摯に対応す
るべきものと受け止め

総務省 近畿総合通信局説明会 電気通信事業法及びＮＴＴ法の一部を改正する法律について（2025年6月）
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8３．近隣電気通信事業者の協力義務に関する事項（2/2）

⚫ 最終保障提供責務の履行に当たって、責務を担う事業者が近隣事業者から設備等の提
供を受けることは、利用者利便の確保や交付金肥大化の抑制に資するものと受け止め

⚫ 一方、近隣事業者が小規模であることを踏まえると、提供条件次第では当該事業者の事
業運営に影響を及ぼすおそれも想定される

⚫ この点、近隣事業者からの設備等の提供については民民協議を前提とし、既設の余剰設
備を協議対象とすることを改めて要望

⚫ なお設備等の提供に際しては、責務を担う事業者による収支等の公開に伴って提供料金
の直接的/間接的な情報開示につながることがないよう、制度検討において考慮が必要



All Rights Reserved, Copyright © OPTAGE Inc.

9４．第二種適格電気通信事業者の指定手続の見直し

⚫ 特殊会社でない民間会社に対して、自らの申請によらず行政等が適格事業者を指定する
（ひいては最終保障提供責務を課す）ことは、憲法上の営業の自由の制限につながる
おそれや、設備競争の減退等の公正競争上の問題があるものと認識

総務省 ユニバーサルサービスWG（第4回）事業者ヒアリング 弊社資料
（2024年３月14日）

総務省 市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申
（2025年２月３日）
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